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大都市地域の工業再開発の問題
上
?
宗次郎
はじめに
この論稿は，昭和48年5月26日第30回日本経済政策学会全国大会において，
その要旨を報告した“過密地域における工業再開発の必要と可能性”の課題に
ついての資料分析を主として取りまとめたものである。
全国総合開発計画で地域経済の過密過疎の問題が取りあげられてから，すで
に10余年が経過し，その間に諸々の立法措置や行政対策が取られてきたことは
周知の通りである1)。
これを工業立地に限ってみると，工場等の立地について，これを直接規制し
ようとする法律には，国土保全，開発に関する諸法，および災害防止等の公害
関係の諸法がある 2)。なおそのほかに規制とは別に，過密地域外に拠点を形成
し，工場団地等の造成により立地誘導を図ろうとするもの，交通施設等都市の
施設の整備により工場等の移転促進を図ろうとするものなどがある。とくに，
過密地域である京浜都市圏および京阪神都市圏では，地域整備法にもとづき，
その中核地域において工場の立地を制限する既成市街における工場等制限に関
1)全国総合開発法は昭和25年に発布され， 30年代に入ってこれに関する対策の諸法律が
でている。 44年には新全国総合開発法に改められた。
2)地域整備に関するもの昭和31年首都圏整備法、 34年首都圏工場等制限法， 38年近畿圏
整備法， 39年近畿圏工場等制限法，都市計画に関するもの大正8年都市計画法，昭和
47年新都市計画法，公害に関するもの昭和42年公害対策基本法， 45年改正， 43年大気
汚染防止法， 34年水質汚濁防止法， 31年地下水汲上げ規制について工業用水法などが
ある。
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する法律が実施されてきた。このように過密地域における工場の立地制限，分
散の政策が，過密化防止，市街地整備公害防止等，それぞれの政策の視点から
取りあげられ，その規制が次第に厳しさを加えようとしているが，しかし，過
密地域における工場集積の実勢は，確かに抑制されてはいるものの，決して，
過密地域に存立するにふさわしい工業の質的改善をともないつつ，望ましい姿
態とテンポでその抑制が進展していると断ずることはできないようである。そ
こで問題として提起されるのは，過密地域の既成工業地帯の工場の立地制限，
分散の政策が，その結果として実現されつつある工場再配置に望ましい成果を
あげているか，また過密地域に残された工業の再開発について放極的な対策な
しにすませるかどうかについての吟味が必要である 3)。言葉を換えれば，現在
の工業立地政策が，過密地域における立地の抑制，移転促進に重点を置くあま
り，過密地域に存在するとはいえ，今日わが国の工業立地形成のうえで，量的
にもまた経済効率においても，重要な役割を果している既成工業地帯の工業再
開発の必要とその重要性について，あまりにも等閑に付してきたのではないか
という反省である。
ここでは，これらの問題について，京阪神都市圏の最近の工場立地の動勢と
過密地域尼崎の機械，金属工業の実態を事例として，若干の考察を加えてみた
しヽ。
1. 京阪神都市圏における工業立地の動勢
京阪神都市圏における工業立地の動努を，昭和35~44年の間の製造業就業者
数の推移によってみてみるに，この間に製造業就業者数は約30形の増加をみた
が，その増加数の大阪都心よりの距離圏別分布はつぎのごとく 30km圏以内に
3)この点について，昭和44年3月大阪市都市性工業調査報告書（大阪市総合計画局刊），
45年12月“大阪経済54• (大阪市経済局刊）一―—川島哲郎稿“産業立地からみた大阪
市再開発の問題点”などでその問題点が指摘されている。しかし，積極的な対策にま
では論及されていない。
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圧倒的集中を示している4)。すなわち，大阪市12.1彩， O~lOkm圏（大阪市を
除く） 15. 7彩， 10~20km圏33.5彩， 20~30km圏17.7彩，以上30km圏内78
形といった分布となっている。このように最近の大都市を中心とした工業立地
の動勢は，都心からドーナツ化現象を描きつつ近郊地域に分散する傾向を示し
ており，これら工場の分散する傾向を示しており，これら工場の分散は住工混
在をともなって，過密地域を近郊地域に拡大再生産する結果を招いている。
このような工業立地の動勢には，既成都市地域からの工場の移転も含まれて
おり，過密地域からの工場移転も，同様にドーナツ化現象を描きつつ分散して
いる。二，三の資料によってこれをみれば，昭和30年以後42年12月までの大阪
市に所在する製造事業所の新設工場（従業者20人以上，または敷地1,000m2以上の
工場）の地域分布の調べでは5), この期間の新設工場は716, その地域分布は
大阪府下59.496, その他近畿16.5彩，中国，四国 6彩，九州3.6彩，その他地
域14.5彩となっていた。また，最近行なわれた大阪市，堺市，東大阪市におけ
る工場立地動勢調査では，従業者10人以上製造事業所を対象とし， 1,585(全数
に占める比率28.9%)の回答を得たものであるが，この調査では6)' これら事業
所のうち，すでに一部を移転した事業所の比率は16.5%, 5年以内に移転計画
のある事業所は23.5%,移転したい意思のある事業所は19.6彩となっており，
これら大都市地域からの工場移転の動勢は，距離圏別につぎのごとき分布を示
していた（表1)。
これらの調査から推測されるように，過密地域である京阪神都市圏における
工場の立地動勢は，規模の大きな工場では近郊地域への新規立地はかなり低い
が？，全体としてみれば，依然都心から 30km園内の近郊地域への新規立地の
4) 「京阪神都市圏における産業人口の集中動向」都市調査会 昭和46年 p.142 
5) 「工業立地の誘因・現状等に関するエ態調査報告書」大阪府商工部 昭和43年
6) 「既成都市区域における産業人口の集中に関する調査—第 3 分丹工場立地動勢調
査」都市調査会昭和47年
7)通産省への工場新規立地の届出は敷地面積9,ooom2以上または建築面積3,000m2以
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表1 距離圏別移転先の分布
すでに一部を移転 用地は確保してい
した事業所の移 ないが希望してい
先 る移転先(2) (1) 
55.2% 31. 9彩
15. 211 24.011 
6.211 15. 9,, 
23.411 28.211 
100. 0,, I 100. 0 II 
資料 前掲工場立地動務調査，都市調査会
すでに用地を確保移
している場合の
転先
(3) 
26.6% 
14.411 
13. 811 
45. 0,, 
I lQQ. Q II 
比率は著しく高くなっている。しかし，これからの新規立地は次第に都心を中
心としたドナツ化地域を広める傾向を示していることもうかがえる（表1参照）。
もっとも，工場の立地動勢には近郊地域への立地のドーナツ化傾向のほかに，
別の誘因による工場の遠隔地への分散傾向が生じていることも知らなけれなら
ないであろう。すなわち，その一つは洛南，洛西，洛南，三田等京阪神都市圏
の外周部に，主として用地用水を求めた金属，機械，化学工業関係業種の立地
分散傾向，その二つは四国，中国，九州等西日本の遠隔地への，労働力を求め
た繊維製品，電機器具関係業種などの立地分散傾向，その三つは，東京，名古
屋周辺への関連産業市場を求めての，当地の特化産業の他地域への進出傾向と
いった工場の分散傾向のみられることである8)。
要するに，最近の大都市地域における工場立地の動勢は，業態や規模を無視
して画ー的にみることはできないが，その大勢は新規立地は近郊地域にドーナ
上について行なわれているが，昭和37年1月~40年9月の間の届出件数は大阪通産局
管内（近畿地域）では大阪府36.7彩，兵庫県21.3%, 滋賀県20.2彩，京都府8彩゜ ，奈
良県7.2%等の地域分布となっている。
8)このような工場の地方分散の特徴について，昭和47年8月18日札幌市で開かれた地方
調査機関全国協議会の“工場の地方分散に関するシンボジウム”は，全国各地域のエ
場の新規立地の状況を報告しているが，われわれの指摘を裏付けている c・大阪経済
の動き• No. 131. 大阪府立商工経済研究所 pp44~54,工業の地方分散シンボジウ
ム報告参照）。
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ツ化象現を描いて集中し，プスロール化現象を呈し，過密地域をその周辺部に
拡大再生産する結果を招いたのである。近郊地域における工場の新規立地の集
中は，大都市地域におけるよりも混乱した住エ混在の地域を再生産しており，
大都市地域における既成工業地帯の立地制限，移転併進の政策は，このような
結果と対比しつつ評価されなければならないし，また大都市の既成工業地帯の
再開発によって期待される効果とも対比しつつ評価されなければならないであ
ろう。
そこで大都市地域における工場の移転を促進しようとする過密化対策が，過
密地域の工業再開発にどのような影響を及ぼしているかについて言及してみよ
う。このような過密化対策の問題で，最も重要なとは，今日の工業立地の諸政
策が，過密の幣害除去に重点を置く反面に，過密地域における工業再開発につ
いては極めて消極的なことである大都市の産業再開発の問題が取りあげられる
場合，そのほとんどは大都市のもつ経済の中枢管理機能（本社機能，卸商業，取
引決済，情報機能など）に関心が集中され，製造業（現場機能）を中心とした産業
開発に積極的に触れられることはない。大阪市が東京都に比ぺてより現場機能
的であることがしばしば指摘されながら，ここにおいて再開発が論じられる場
合でも，現場機能として大阪市の経済に大きな比重を占めている製造業9)の再
開発は軽視されてきた。
これらの問題について， “産業立地からみた大阪市再開発の問題点” （前掲
稿）は，概要をつぎのように指摘している。すなわち，最近都市型工業の多い
部門の比重が次第に高まっている反面，鉄鋼業，非鉄金属工業など（非都市型
工業）の比重も高まっており，依然として都市型化にとって重大な障害を与え
る基礎素材生産に傾斜した構造を残している。また，規模別には，都市型工業
の拡張や新規立地は，出版• 印刷や流行に結びつく衣服・服飾など特定の業種
以外は，その大部分が小零細規模のものによって占められ，非都市型工業を含
9)大阪市産業の部門別就業者数の分布をみると（昭和45年），製造業は36.1%と最も高
い比率を占め，これについで卸小売業29.3%, サービス業13.7彩の順となっている。
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めてこれら小零細事業所の増加による規模別構成の悪化が問題である。その問
題とは，成長性の乏しい企業の市域への集積，住工混在の結果10), 公害防止
規制の一層の困難化などであると。
ここに指摘されている大都市工業の業種構造の変化，規模の零細化の現象は
東京都においてもほぼ同様に現われているのである。すなわち，「工場等制限
の現状と課題一~ は，このことにつ
つぎのように指摘している。すなわち，昭和40~44年の間の工場数の増減は，
いて業種別には基礎資源型（紙・パルプ，化学，石油，鉄鋼，非鉄金属）は横ばい
(6,201→ 6,273), 地方資源型（食料品，繊維，木材，窯業，土石）はやや増加 (9,547→
10,475, 増加は主として繊維と食料品）， 雑貨型（衣服，家具，ゴム，皮革，その他）
は顕著に増加 (19,421→23,877), 金属加工型（金属製品，機械，電気機械，輸送機
械，精密機械）も顕著に増加 (27,696→32,830), その他（印刷・出版）も同様に顕
著に増加 (7,461→10,872)している。また，規模別には 19人以下は毎年増加傾
向を辿り，この期間に15,462を増加した反面に， 20人以上規模ではほとんどの
階層で毎年減少し，この間に1,453を減少していると。
最近の工業立地動勢にみられる大都市地域の工業構造の変化について，以上
の資料はいずれも産業中分類によるラフなパターン区分によってなされたもの
であるが，さらに産業小分類によるより具体的な業種の分析によってその特質
をより明らかにすることができる。すなわち，われわれの分析（大阪経済6,拙
稿大阪市工業構造の変化とその評価，大阪市経済局）によれば，大阪市の工業の立地
パターン別の推移は，つぎのごとくに示される（表2)。従業者数の推移を基
準としてみる限り，明らかに増加の傾向を示すものは，高次加工型機械金属関
連工業および情報指向型雑貨工業で，立地パターンの構造は明らかに都市型エ
業への推移を示している。産業の高度化にともなう都市型工業として，もはや
好ましい型とはいえなくなっている素材加工型，労働力指向型の工業は，なお
10)住エ混合地域は大阪市域では約20%占めるものと推定されている（前掲大阪市都市性
工業調査報告書 p.150.)。
54 
大都市地域の工業再開発の問題（上田） 403 
表2 大阪市域製造業立地パターン別の推移
---立地の~― 従業者数 両年間に 構成比 成長率於ける増 （年昭一和410) 昭和40年1昭和45年 減数 昭和 1昭和40年 45年
人 人 ％ 彩
I 市場指向型雑貨工業 70,533 59,085 -11,448 13.3 11. 8 84 
I'情報指向型雑貨工業 98,970 101,435 2,465 18.7 20.2 102 
I 機械金属関連工業 168,923 163,985 -4,938 31. 9 32.6 97 
IT I 高次加工型機械金属関連工業 12,169 17,431 5,262 2.3 3.5 143 
皿素材加工型工業 103,689 94,266 -9,423 19.6 18.8 91 
IV 労働力指向型工業 74,524 66,436 -8,088 14.1 13.2 89 
ムロ 計 528,808 502,638 -26, 170 100.0 100.0 95 
備考 1 産業小分類に依る業種の Xのtのは除かれている。構成比は，四捨五入
2 立地のパターン別分類については大阪市経済局刊大阪経済66,拙稿大阪市経済
構造の変化とその評価を参照，この立地パターンの分類は大都市の工業の立地
をみるうえに必要な区分に重点を置いて作成された。
高い比率で残存することも否定しえないが，しかし，その比率は明らかにかな
り顕著に低下の傾向を辿っている。もっとも，素材加工型工業は，用地面積，
製品出荷額などにおいて，従業者数の比率以上に大きなウェイトを占めること
は考慮されなければならないが。
このような業種構造の変化の問題とともに，規模別構造の変化の問題を指摘
してきたが，大阪市域における工業の規模別構造の推移の問題をより広い視野
から理解するためには，その近郊地域における工業の規模別推移，および全国
的にみた規模別の推移とも比較してみる必要があろう。そこで，これらの地域
について，昭和40~45年の間における事業所数および従業者数の増減について
それぞれの地域を比較してみると（表3), 19人未満の小零細規模のものは大
阪市およびその周辺（大阪府）に過度に集中の傾向を示していることが，全国
の増加数に占める比率と比較して知られよう。また，大阪市とその近郊地域
（大阪市を除く大阪府下の地域）における増減数を比較してみると， 大阪市域で
は19人以下，なかんずく 9人以下の零細規模が著しく増加している反面に， 20
人以上でことごとくの階層でかなり大量の減少を生じている。これに比べて近
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表3 製造業，事業所数，従業者数の増減数（昭和40~46年）の比較
—全国，大阪府，大阪市，大阪市を除く大阪府地域—
事業所数 従業者数（人）
従業者規模別 大阪府 大阪市 大阪市を 大阪府 大阪市
全国 除く大阪 全国
(a) (b) 府(a地-城b) (a) (b) 
総 数 94,825 11,308 3,290 8,016 1,758,678 81,659 -30, 660 
1人~9人 74,405 10,307 4,067 6,240 310,901 44,411 15,817 
10人~19人 14,310 1,411 77 1,334 211,918 20,176 999 
20人~29人 103 158 -222 64 8,898 -3, 096 - 5,221 
30人~49人 905 230 -348 118 40,765 -8, 207 -12, 996 
50人~99人 2,464 55 -209 154 170,830 -3, 676 -15, 169 
100人~199人 1,372 27 - 58 31 181,311 -4. 221 - 8,497 
200人~299人 519 23 - 4 27 126,636 6,185 - 1,218 
大阪市を
府除(a地く-大域b阪) ，
112,319 
38,594 
19,177 
2,125 
4,789 
11,493 
4,276 
7,404 
300人~499人 284 20 - 9 29 109,496 8,844 - 2,605 11,449 
500人~999人 299 9 - 1 10 195, 85s1 i 4,259 - 902 5,161 
1,000人以上 164 8 - 1 ， 402, 06 16, 984 - 867 17,851 
備考 資料は工業統計による
郊地域では，あらゆる規模階層で増加を示していた。そこで，大阪市の工業を
大阪市域に限らず， ドーナツ化地域を含めて大阪の工業地帯として把握すれば
規模別構造の変化はそれほど顕著に現われていないことになる。すなわち，大
阪市工業の規模別構造の変化は，実質は大阪市域から近郊地域への工場の立地
移動の結果としての現象といいうるのである。しかし，その近郊地域を含め，
大阪の工業は， 20~199人の中規模層の工業従業者数を減少するという特異な
構造変化を結果している。要するに，工業のドーナツ化工業立地の分散を示す
近郊地域を含めた大阪の工業は， 19人未満の小零細規模層で，全国水準あるい
はこれを越える著しい増加のすう勢を辿っている反面に，中小工業の多いこと
が特徴とされてきた大阪工業の中規模層の著しい減少のすう勢が生じてきてい
ることに，注目される変化をみるのである。
2. 大都市における工業構造の変化
京阪神都市圏における工業立地の動勢は，以上に述べたごとき推移を辿って
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いるが，このような立地動勢の大阪市域への影響は，端的には大阪市域におけ
る工業構造の変化に強く現われている。また，このような影響が生じてきたの
は，今日の工業立地の諸政策と決して無関係であったとはいえないのである。
3. 大都市工業地帯における工業の実態と工業再開発の問題
先に，大阪市域を中心に大都市における工業構造の変化についてみてきた
が，ここではこのような大都市の既成工業地帯の実態を，尼崎市の基幹産業一―-
機械・ 金属工業を事例としてみつつ，工業再開発の問題を考えてみよう 11)。
この地域の機械・金属工業は，近年出荷額従業者数の伸び率とも，全国なら
びに阪神工業圏の平均のそれを下回り， その地位は低下傾向を辿りつつある
が，業種別には輸送用機械器具，精密機械，一般機械，金属製品で比較的高い
成長を遂げており，鉄鋼，非鉄金属，電気機械器具では停滞的で，昭和40~46
年の従業者数の伸び率では金属計98.2, 機械計109.8と，素材加工型の工業か
ら機械加工型工業への推移を示していた（表4)。このような業種構造の変化
はさらに，産業小分類の 表4 尼崎市機械・金属工業（中分類）
業種でみれば，より精度 出荷額および従業者数の推移—-
昭和40年を基準とした46年の成長率
の高いまたより複雑化し
た加工度の高い製品分野
で伸び率が高くなってお
り，その変化をより明確
に示している12)。 この
ように都市型工業への推
移を示していることは，
大阪市域の工業構造の変
化でみたと同様である。
業 種 別 I 出荷額 1 従業者数
鉄 鋼 197.3 91. 6 
非 鉄 金 属 168.0 94.8 
金 属 製 品 222.7 111. 8 
（金属工業小計） (198. 2) (98. 2) 
般 機 械 211. 6 121. 6 
電気機械器具 144.8 87.6 
輸送用機械器具 394.0 176.9 
精 密 機 械 251.2 117.4 
（機械工業,]ヽ 計） (186.4) (109.8) 
機械金属工業合計 194.0 103.4 
11)拙稿 尼崎市機械・金属工業実態調査報告書中小産業研究会，昭和48年参照
12)前掲報告書 p.9
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しかし，ここで問題として指摘されることは，このような業種構造の変化がそ
のまま工業の体質改善をものがたっていないことである。
すなわち，われわれの調査によれば，業種別に，個別企業の経営内容の推移
を示す指標をとってみて，工業構造の変化と関連して知られる顕著な特徴は，
この地域で相対的に地位を高めてきた業種で必ずしも経営の良好な指標を示す
企業の比率が高かったわけではなく，また反対に著しく地位を低下してきた業
種で必ずしも，経営の良好でない指標を示す企業の比率が高かったわけでもな
かったことである。
われわれの調査では，企業経営の内容の推移を示す指標として，従業者数の
増減，機械設備投資額の増加，製造品目の変化，受注安定についての変化，収
益の変化の 5つの項目をとってみたのであるが，その結果から（表5,6,7,8,9),
ここ数年の変化の特徴は，つぎのごとく要約される。すなわち，ほとんどの事
業所は新たに機械設備に投資を行なってきているが，しかし，これらの企業は
決して一様に順調な成長を遂げてきていなかった。高度成長で当然に発展した
表5 調査事業所の従業者増減区分による比率
~ 増加した 増減なしの 減少した 1 不 明事業所 事業所 事業所
（業 種 別）
31 鉄 鋼 23.8彩 28.5% 47.6彩 0 形
32非鉄金属 61. 6 33.3 4. 7 ゜33 金属製品 32.9 35.0 26.9 5.0 
34一般機械 26.9 40 1 26.9 6.0 
35 電気機械器具 44.7 34.2 15.8 5.3 
36 輸送用機械器具 24.2 39.3 27.2 9.0 
37 精密機械 37.5 50.0 12.5 ゜（従業者規模別）
(1) 100人以上 63.9% 16. 7彩 19.4形 -% 
(2) 30~99人 45 3 28. 7 22.3 3.7 
(3) 10~29人 35.3 36.6 26.2 1. 9 
(4) 9人以下 16.7 45.4 28.6 9.3 
ムロ 計 I 32.0 I 37.0 I 25.8 I 5.2 
58 
大都市地域の工業再開発の問題（上田） 407 
表6 調査事業所の従業者一人当り設備投資額50万円以上事業所の占める比率
~業種別・規模別,100万円以上門 I 50~99万円(1人当り (1人当り） (A) + (B} (A) (B) 
31 鉄 銅 47. 596 4.7% 52.2% 
32 非鉄金属 19.0 28.5 47.5 
33 金属製品 13.5 17.6 31. l 
34 一般機械 22.0 24.2 46.2 
35 電気機械器具 7.9 7.9 15.8 
36 輸送用機械器具 12.3 12.3 24.6 
37 精密機械 37.5 12.5 50.0 
(1) 100人以上 25 劣 22.2% 47.2% 
(2) 30~99人 23.1 19.4 42.5 
(3) 10~29人 15. 7 20.9 36.6 
(4) 9人以下 16.3 16.2 32.6 
ムロ 計 I 18.2 18.8 I 37.0 
表1 調査事業所の製造品目の変化した事業所の占める比率
-----------------1・規日模別~I 著しく変化した I 少し変化した (A) + (B) 業種別 (A) {B) 
31 鉄 鋼 14.3% 23.8% 38.1% 
32 非鉄金属 23.8 33.3 57.1 
33 金属製品 19.8 29.9 49. 7 
34 一般機械 12.2 33.5 45. 7 
35 電気機械器具 21.1 34.2 55.3 
36 輸送用機械器具 12.2 24.2 36.4 
37 精密機械 12.5 25.0 37.5 
(1) 100人以上 27. 796 30.6% 58.3% 
(2) 30~99人 24.1 35.2 59.3 
(3) 10~29人 17.0 27.5 44.5 
(4) 9人以下 9.8 30.6 40.4 
ムロ 計 I 16.4 I 30.6 I 47.0 
かなり多くの事業所が簑生していた反面に，多くの停滞した事業所が存在し，
経営指標によってみれば，事業所には発展と停滞の両極分化の傾向がより強く
現われていたのである。すなわち，従業者数の増加した事業所の比率32%に対
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表8 調査事業所の受注の安定してき
ている，してきていない，事業
所の占める比率
安き定して きていな-業出出lj -の--_安定、度-1 I 安定してている vヽ
31 鉄 鋼 38.196 14. 696 
32 非鉄金属 61.8 14.6 
33 金属製品 43. 7 17.3 
34 一般機械 28.6 29.7 
35 電気機械器具 44.7 18.4 
36 輸送用機械器具 36.4 30.3 
37 精密機械 50.0 ゜
(1) 100人以上 44.4% 25.0彩
(2) 30~99人 47.3 15.5 
(3) 10~29人 48:3 17.0 
(4) 9人以下 25.1 28.6 
＾ ロ 計 I 38.4 I 2.2 
表9 調査事業所の収益が増加してい
る，してきていない，事業所の
占める比率
~ 規模別 I 収益が増収益が増加してき加してき
ている ていない
31 鉄 鋼 19.096 47.6% 
32 非鉄金属 47.6 43.9 
33 金属製品 36.6 35.1 
34 一般機械 26.4 50.0 
35 電気機械器具 31. 6 44.7 
36 輸送用機械器具 30.3 51. 5 
37 精密機械 25.0 12.5 
(1) 100人以上 30.5彩 44.4劣
12) 30~99人 47.2 30.5 
(3) 10~29人 29.5 45.1 
(4) 9人以下 25.1 47.4 
ムロ 計 I 31. 6 1 42. s 
し，減少したものは25.8彩，製造品目の変化した事業所の比率47形に対し変化
しないもの47.4彩，受注が安定してきている事業所の比率38.4彩に対し安定し
てきていないもの22.2彩，収益の増加した事業所の比率31.6彩に対し増加して
きていないもの42.8彩といった対照である。そのうちで，とくに注目されるの
は，先に指摘したごとく業種構造の都市型工業への変化と，経営指標にみられ
る発展，高度化への変化とが必ずしも一致せず，両者の間の喰い違いがかなり
顕著にみられることである。このことは，この地域における機械金属工業の構
造変化に関連して体質改善の立遅れを示唆しており，ここに既成工業地帯にお
ける工業再開発の必要とその重要性の問題をみることができるのである。
これらの問題に関連して，われわれの調査では，工場立地移転の動勢と事業
所開廃業，現在地の立地条件の評価，発展過程に生じつつある事業所の経営内
容の変化，生産の近代化と産業公害の発生の 4項目から，つぎのような問題解
決への手掛かりを示している。
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(1) 体質改善の機会と余地
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工場の立地移転の頻度や開廃業の状況から知られるごとく，工場の存続は固
定したものではなく，その新陳代謝はかなり高い比率で生じている。ここ数年
の立地移転の実績は，新設工場を含めて，その事業所の一部を現在地から他の
地域に移転した事業所の比率は，対象事業者の 13.6彩（先に引用した大阪市，堺
市，東大阪市の工場立地動跨調査では16.5彩）となっている。 その内訳では， 業種
別にはこれという目立った相違はみられないが，規模別には 100人以上の規模
では39彩， 30~99人では24彩， 10~29人1.8彩， 9人以下4.9彩と顕著に規模
の大きさに比例した格差のあることを示している。
また，今後事務所の全部ないし一部の移転について，その計画ないし意思を
もつ事業所の比率をみてみるに，移転の計画あるもの14:6彩（うち全部移転の計
画あるもの7.4%), 計画はないが意思のあるもの40彩（うち全部について17%),
両者の合計54.6彩とーなっており（大阪市，堺市，東大阪市の調査では移転計画のある
もの23.5彩，移転の意思のあるもの19.6彩，合計43.1%となっていた），他の地域に一
部を移転した過去の実績に比べるとはるかに高い比率を示している。
さらに，事業所の開廃業の状況を，設立年次により推測してみれば，設立年
次が昭和30年以後のものが63.6彩（うち昭和40年以後27.4彩）と， 設立年次の新
しい事業所の比率が圧倒的に高く，これを規模別にみれば，昭和30年以後設立
の事業所の占める比率は， 100人以上22.2彩， 30~99人44.4彩， 10~29人69.3
彩， 9人以下81.8彩となり，規模の小ない事業所ほど設立年次の新らしい事業
所の占める比率が大幅に高くなっている。
以上によって知られるごとく，工場の移転，事業所の開廃業の新陳代謝はか
なり著しい。このことは，この地域における工業の構造ならびに企業の体質改
善，すなわち工業再開発による既成工業地帯の高度化に，その機会と余地が十
分に存在していることを示している。
(2) 都市型工業に有利な立地性
つぎに，現在地の立地条件の評価では，この地域が輸送，交通ならびに，親
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企業・仕入先・ 販売先など他の事業所との産業関連のうえで，とくに秀れた立
地条件を具備していることが示されている。これらの条件を生かした都市型エ
業の再開発には，積極的にその利点を生かしうる。
すなわち，現在地の立地条件の総合的な評価では，現在地を有利としている
事業所の比率は26.4彩，まあ普通50.8彩，不利である8.4彩， とくに最近不利
になってきた5.6鍬不明8.8彩といった分布を示しており，また，他地域の同
業者との競争の視点からみた評価では，現在地が有利である12.8%,まあ普通
52.4鍬不利である2.8彩，とくに最近不利になってきた1.8彩，不明30.2彩と
いった分布を示しており，現在地の立地条件の有利性を高く評価する事業所の
ほうが多くなっている。さて，その内容の個々の立地条件の評価では，①道路
条件 (34.4彩）,R 通勤条件 (26.6彩），⑧親企業との産業関連 (25彩），④原材料
の入手 (22.6彩）， ⑥販売条件ー一取引先との関連 (21彩）などの順位となって
おり，輸送交通の便利と親企業・取引先•原材料の仕入先との関係といった事
業所の産業関連に秀れている点が浮き彫りにされている。
もっとも，その反対に立地条件の不利であるとした事業所の比率の高いのは，
①土地の入手難 (32%), ③熟練工の確保難 (20.8彩），③公害の心配 (14.6%),
④その他労働力＿熟練工以外の確保難 (13.4彩）， ⑥通勤条件 (13彩）などと
なっており，この地域で不利となっている立地条件も，決してその比率が低い
とはいえず，全体としてこれ以上新しい工場地帯の拡張は，この地域にとって
望ましくないことは明らかである。
しかし，全体として立地条件の秀れた地域であることは，以上の結果からみ
ても明らかなことで，既存工場の都市型工業への生産転換などにより，この地
域の産業構造とともに，企業体質の改善を図る有利性の余地のみられること
は，地域経済の効率のうえからも十分に認められることである。
(3) 望ましい業種，事業所のパターン
先に，個別企業の経営内容を示す9指標によってみた業種，事業所（表5~9
参照）における発展と停滞，衰退の分布にみられる両極分化の傾向は， この地
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域に存在する望ましい業種や事業所のパターンをかなり明らかに示している。
総合的な評価でみて，業種別では比較的良好な成長を示した事業所の比率の高
かったのは，非鉄金属，電気機械器具，金属製品の業種で，反対に比較的良好
でない事業所の比率の高かったのは，一般機械，輸送用機械器具などの業種で
あった。また，規模別には，はっきりと経営条件の格差のみられる指標は，従
業者数の増減，製造品目の変化（製品の近代化に関連）であったが， これらの指
標では大きい規模ほど順調な成長を示す事業所の比率が高くなっていた。受
注，収益の安定の指標では，良好でない事業所の比率はとくに 9人以下の零細
規模で高かった。
ここでは，比較的良好な成長を示しているこの地域に存立の望ましい事業所
の立地移転の比率が高く，その反対に成長率の低い不安定な事業所のこの地域
における滞留増加が目立っており， この点からもこの地域の工業の構造改善
に，工業再開発の政策の必要と可能性が十分に認められるのである。
(4) 生産の近代化と産業公害
過密地域における工業の当面する最大の課題は，生産の近代化と産業公害へ
の対拠の問題である。この明暗を反映する両者の問題とも，規模別にはこの地
域で最も望ましい経営の指標を示している30~99人規模層で，最も顕著に現わ
れている。
事業所の生産の近代化の状況を，近代化に関係の深い製品の生産を指標にと
ってみれば13)'規模別には30~99人層で， また業種別には一般機械，精密機
械の両業種で，とくにその比率が高いことを示している。すなわち，近代化に
関係の深い機械関係の製品の生産について，これを生産している事業所は36.4
彩，生産していない事業所は52.8彩，不明10.8彩となっており，調査事業所の
3分 1強がこれを生産しているが，この比率は先にみた良好な経営内容の事業
所が占める比率にほぼ近い。近代化に関係の深い製品の生産の種類では，比較
13)前掲書 p.28
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的比率の高いのは，①省力機械 (34.6彩），R公害防除機械 (28彩）， ③精密機
械 (24.2彩），④輸出機械 (23.1彩）， ⑥特殊技術機械 (22彩）などであり， これ
らよりはより高度な機械であるオートメーション機械 (19.8彩）や自動販売機
械 (2.7彩）などではまだその比率は低かった。これらの事情からみて，これら
既成工業地帯における事業所の生産の近代化の余地は極めて大きいといわなけ
ればならない。・
社会的にみれば，マイナスの価値生産である産業公害の発生は，この調査で
は，産業公害を生じているもの42.496, 生じていない57.696と事業所の半数近
くが産業公害問題を生じていることを認めており，また産業公害を受けている
かどうかについては，受けている28.671ヽ，受けていない 71.4彩不明6.4彩とな
っている。産業公害問題を生じている事業所の比率は業種別には鉄鋼，非鉄金
属，金属製品などの金属部門が機械部門に比べて一律に高い。また，規模別に
は30~99人層でとくに高く， 9人以下では低くなっている。
産業公害を生じている場合の公害の種類別の分布をみれば，騒音43彩，振動
14.6彩，臭気9.9彩，電波，光3.1彩といった工場周辺への局地公害が70.6彩を
占め，ばい煙8.4彩，有害ガス3.7彩，粉じん8.4彩，廃液8.4彩といった比較的
広範囲の地域公害が29.4彩となっている。このように既成工業地帯におけるエ
場の存続で最も問題となる産業公害についてみても，大規模事業所によるもの
を除けば，その大多数は局地公害で用途地域の指定による住工地域の分離，ぉ
よび集団化による公害防除の共同施設によって解決される性質のものである。
? ? ?
前項の諸条件からみて，過密地域における工業再開発には，十分にその必要
と可能性が存在することが知られよう。
ここでは，過密地域における工業再開発の積極的な施策の必要を強調し，そ
の成果についての可能性をみてきたわけである。現行の地域政策では，過密化
の解消に重点を置くあまり，全国的にみて過密地域に存在する広大な既成工業
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地帯が，ただ旧態のままに放置され，この地帯の工業の除去や，この地域に適
した産業構造の改善，効率化が積極的に工夫されず，その立地の優位性が次第
に活用されなくなる恐れが十分にあると思われる。工業立地政策は，過密地帯
における工業がわが国産業の高度化にともなって，都市型の新しい知識産業へ
と変身する必要とその重要性を認識せねばならず，その地域的な関連で，大都
市の他の産業の存立の重要な基盤を形成している諸工業を受け入れる積極的な
施策を，取り入れる必要が望まれるのである。
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